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１．はじめに 

 

１．１．調査の背景 

 

園芸作物は、生産面では、我が国の農業産出額の約 4 割を占めるとともに、自らの工夫で

高付加価値化しやすいことなどから、新規就農者の 85％が中心作目として選択する重要かつ

魅力ある分野であるとともに、食料の支出金額に占める割合が最も高く、国民消費生活上重

要な品目である。その中でも、年間を通じて新鮮な野菜を求める消費者ニーズに応えるため

には、施設園芸による周年安定供給が必須である。しかし近年、施設園芸農家数は高齢化の

進展などにより減少しているほか、温室の設置面積も平成 13 年には 53,516ha あったものが、

平成 30 年には 42,164 ha 、令和 2 年には 40,615 ha1 に減少している。今後、実需者ニー

ズを踏まえた野菜などの周年安定供給を保持するためには、生産性向上と所得の向上に向け

た取組を推進し、魅力ある農業として確立する必要がある。 

 そのため、農林水産省では、データ駆動型農業を実践した施設園芸「スマートグリーンハ

ウス」への転換に取り組んだ産地における取組手法及びその成果を横断的に取りまとめ、全

国に波及させることを目的として、令和 2 年度より「スマートグリーンハウス展開推進」事

業を実施してきており、ICT などを活用した高度な環境制御装置を備え、地域資源エネルギ

ーの利用や施設の集積による施設園芸の大規模化と生産性の向上を図ってきた。 

 大規模施設園芸を展開するトップランナーの育成に加え、データ駆動型農業を実践した施

設園芸の全国展開を推進するためには、植物工場の実態把握が不可欠であるが、統計情報な

ど網羅的な調査情報は、現状では十分とは言えない。そのため、植物工場の全国実態調査、

さらに、優良事例調査を行うこととした。 

 

１．２．調査の目的 

 

本調査の目的は、前述した実態把握に加えて、スマートグリーンハウスの展開推進に向け

て、「データ駆動型の栽培体系の確立」の観点から、スマート化システムの導入・活用状況、

及びそれに伴う労働生産性や収益性との関連について、実態調査・分析を行うものである。

そのため、全国実態調査として、環境制御技術が導入された概ね 1ha 以上の植物工場や人工

光型植物工場について、事業者数や施設および生産の概要、収益、課題などについて調査、

把握、整理するとともに、優良事例調査として、生産・運営体制や経営・販売戦略などについ

て、より詳細に調査、整理した。 

いずれの調査結果においても、生産面及び経営面で直面する課題の克服や目標の達成に向

けて挑戦を続けている姿が見えるものであり、この結果が今後スマートグリーンハウスに取

り組もうと考えている農業者や事業者など、施設園芸の関係者の参考になれば幸いである。 

なお、本調査は、特定非営利活動法人植物工場研究会により行われた。各項目に記載され

ている内容は調査実施時点における回答結果をまとめたものであることを申し添える。 

  

 
1 農林水産省「園芸用施設の設置等の状況（R2）」 

https://www.maff.go.jp/j/seisan/ryutu/engei/sisetsu/haipura/setti_2.html 
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１．３．環境制御施設及び植物工場とは 

 

環境制御をしている施設園芸及び植物工場とは、施設内で植物の生育環境（光、温度、湿

度、CO2 濃度、養分、水分など）を制御して栽培を行う施設園芸のうち、一定の気密性を保

持した施設内で、環境及び生育のモニタリングに基づく高度な環境制御と生育予測を行うこ

とにより、季節や天候に左右されずに野菜などの植物を計画的かつ安定的に生産できる栽培

施設のことである。 

本報告では、これらの栽培施設を太陽光型、太陽光・人工光併用型、人工光型と分類して

いる。 

 

●太陽光型 

温室などの半閉鎖環境で太陽光の利用を基本として、環境を高度に制御して周年・計画生

産を行う施設で、人工光による補光をしていない施設。 

なお、本調査では栽培施設面積が概ね 1ha 以上の太陽光型の施設を調査対象としている。 

●太陽光・人工光併用型（併用型） 

温室などの半閉鎖環境で太陽光の利用を基本として、環境を高度に制御して周年・計画生

産を行う施設で、特に人工光によって夜間など一定期間補光している施設。 

●人工光型 

太陽光を使わずに閉鎖された施設で人工光を利用し、高度に環境を制御して周年・計画生

産を行う施設。 
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２．大規模施設園芸及び植物工場の全国実態調査 

 

２．１．調査の概要 

 

（１）調査・分析の視点 

本調査は、全国の施設園芸・植物工場における経営の実態を明らかにするとともに、施設

概要、利用資源、生産管理や面積および労働生産性、コスト構造、従業員の労働時間に関す

る実態及び販路確保の状況に関して実態を整理した。 

収支分析やコスト構造分析においては、栽培規模や労働生産性、販路等の実態がどの様な

影響をもたらしているか、クロス集計による要因分析も行った。 

 

（２）実施方法 

本調査では、調査票の郵送・メール添付・FAX・電話による配布および回収のほか、オンラ

インアンケートを実施した。調査票配布先は、各種新聞やニュースリリースで得た情報のほ

か、一般社団法人日本施設園芸協会、農林水産省地方農政局及び内閣府沖縄総合事務局農林

水産部、都道府県の協力を得て収集した情報をもとに、調査対象とする事業者を抽出し、計

487 票の調査票を郵送、またはメール添付で配布した。そのほか、調査実施事業者の特定非

営利活動法人植物工場研究会が配信しているニュースレターおよび同会ウェブサイトにおけ

るオンラインアンケートのリンク配信および周知を図った。その結果として、オンライン回

答も含め 137 票を回収（回収率 28.1％）、125 票の有効回答（有効回答率 25.7％）を得た。

本回収率および有効回答率は、調査票の発送数に対するオンライン回答も含めた回収率・回

答率である。 

なお、各設問は当該質問への有効回答をもとに集計しているため、設問ごとに集計母数（以

下、N 値）が異なる。また、回答比率は、小数点以下を四捨五入しているため、合計が 100％

にならない場合がある。 

 

図表 1 回収結果 

対象 全国の植物工場及び大規模施設園芸事業者 

調査期間 令和 4 年 11 月から令和 5 年 1 月 

実施方法 調査票の郵送・メール・FAX・電話およびオンラインアンケート 

発送数 487 票 その他、オンラインアンケートのリンク配信など 

回収数 137 票（うち集計対象外 13 票、太陽光概ね 1ha 未満 7 票） 

回収率 28.1％ ※ 

有効回答数 125 票 

有効回答率 25.7％ ※ 

   ※調査票の発送数に対するオンライン回答も含めた回収率および回答率 

 

（３）留意事項 

本調査は、上記実施方法に基づき、日本施設園芸協会が毎年見直している配布先リストに

ある事業者に調査票を配布している。しかし、回答者は毎年同じではないため、データの継

続性はなく、調査結果はその年ごとの回答者の実態を反映したものである。 
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また、その年ごとに調査に協力をいただいた事業者の状況を取りまとめた結果であり、回

収数からもわかる通り、全ての植物工場、施設園芸の実態を正確に把握したものではない。

本調査結果は、参考値として活用いただくことを推奨する。 
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２．２．結果の概要 

 

（１）回答事業者の施設及び組織について 

① 施設の栽培形態 

回答者の栽培形態の分布をみると、操業中と回答した計 117 施設のうち太陽光型が 44％、

太陽光・人工光併用型（以下、「併用型」）14％、そして人工光型が 42％となっており、太陽

光型と人工光型が栽培形態の大半を占める。なお、太陽光型については、そのうち 7％の 8 施

設で育苗時にのみ人工光を利用している一方で、併用型では 1 施設でのみ育苗時にも人工光

を利用している。 

 

図表 2 栽培形態 

 

 

１） 太陽光型および併用型 

併用型にて導入している光源をみると、81％が LED、そして 38％が高圧ナトリウムラン

プもしくは蛍光灯等となっている。なお、同施設内で複数の光源を使用しているケースもみ

られる。また、LED を採用していると回答した 13 施設のうち 5 件が、LED の使用を 2021

年以降に開始している。 

 

図表 3 光源（併用型） 

＊複数回答を含む 
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 太陽光型および併用型施設にて栽培に使用する養液の原水（水源）ついては、太陽光型で

は、井水が 62％、上水が 38％、併用型では、井水が 60％、上水が 33％で、太陽光型および

併用型それぞれの内訳は類似している。なお、その他（太陽光型 25％、併用型 13％）には、

雨水、農業用水、河川水、農業用ダム、工業用水などが含まれる。 

  

 

図表 4 水源：養液用の原水（太陽光型・併用型） 

＊複数回答を含む 
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さらに、暖房などの熱源の内訳をみると、太陽光利用合計（太陽光型および併用型）では

燃油 63％、ガス・液化石油ガス（LPG）34％、電気（農業用ヒートポンプ）33％、バイオマ

ス（ペレット・チップ・その他）16％、そして排熱等利用が 1％である。太陽光型および併用

型それぞれの内訳は類似しているが、併用型では、燃油（69％）に次いで電気（農業用ヒー

トポンプ）（38％）がガス・LPG（25％）よりも多い。太陽光型では、温泉熱を利用している

施設もある。 

 

 

図表 5 暖房などの熱源（太陽光型・併用型） 

＊複数回答を含む 
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栽培時における CO2施用の有無については、太陽光型および併用型それぞれ 83％、86％と、

大多数の施設で施用ありと回答している。 

  太陽光型                   併用型 

 

図表 6 CO2施用の有無（太陽光型・併用型） 
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２）人工光型 

人工光型で導入している光源については、LED が 96％に及ぶ。また、蛍光灯が 8％となっ

ている。さらに、LED の使用開始年については、主に 2013 年以降、具体的には 2013～2016

年が 26％、2017～2020 年が 41％、そして 2021 年以降が 28％を占めている。なお、2009～

2012 年の間にも 2 施設で LED の使用が開始されている。また、蛍光灯においては、2017 年

以降に使用開始された施設はない。 

 

 

図表 7 光源（人工光型） 

 ＊複数回答を含む 

 

 

 

 

図表 8 LED の使用開始年（人工光型） 
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人工光型で使用している養液栽培システムの内訳は、DFT（deep flow technique：湛液型

水耕）が 63％、NFT（nutrient film technique：薄膜水耕）が 27％、その他 19％となって

いる。その他には、噴霧耕、底面給水、その他独自システムなどが含まれる。また、各養液栽

培システムの使用開始年をみてみると、DFT では 2013～2016 年（31％）および 2017～2020

年（41％）が比較的多く、NFT の 2013～2016 年（25％）および 2017～2020 年（42％）と

類似している。いずれの養液栽培システムも 2021 年以降にも導入されている。 

  

 

図表 9 養液栽培システム（人工光型） 

＊複数回答を含む 

 

 

 

図表 10 各養液栽培システムの使用開始年（人工光型） 
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 人工光型で使用している養液の原水については、上水が 78％、そして井水が 20％、その

他 2％となっており、上水が大半を占めている。さらに、結露水を養液タンクに戻す設備の

有無については、82％の施設で設備がないとし、設備があると答えたのは 18％となった。

さらに、冷房・除湿時の結露水の再利用状況においては、設備がありかつ再利用している施

設が、人工光型全体の 16％にとどまっている。設備がない、または再利用していない理由

としては、主にコスト、メンテナンス、衛生管理などの課題などが挙げられる。また、栽培

時における CO2施用については、大半（89％）の施設で実施している。 

 

 

 

図表 11 水源：養液用の原水（人工光型） 

＊複数回答を含む 

 

 

 

図表 12 冷房・除湿時の結露水の回収設備および再利用の有無（人工光型） 

＊冷房・除湿時の結露水を養液タンクに戻し再利用 
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図表 13 CO2施用の有無（人工光型） 
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② 組織形態 

組織形態は、全体では株式会社（農地所有適格法人を除く）が 56％で最も多く、次いで農

地所有適格法人（農業生産法人）が 36％となっている。農業者（個人）のほか、その他には

社会福祉法人、地方公共団体や農業協同組合などがある。 

栽培形態ごとにみると、太陽光型では農業生産法人が 66％を占め、次いで株式会社が 28％

を占めている。一方で、人工光型についてみると、株式会社の比率が 83％と大きい。これは、

人工光型に関しては農地以外に立地する事例も多く、農業以外の異業種から企業が参入しや

すいことによると考えられる。 

 

 

図表 14 組織形態 
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今年度も含めた直近 6 年間における比較では、回答者全体のうち農業者等（農地所有適格

法人と農業者）と株式会社では農業者等がそれぞれ総じて半数程度であったが、特に 2018 年

以降は株式会社の占める比率が大きい傾向にある。 

 

 

図表 15 組織形態の時系列比較 
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③ 栽培開始年 

栽培開始年は、全体では 2016 年以降が 41％を占めている。さらに 2012～2015 年が 23％

となっており、近年の参入者の増加がうかがえる。 

栽培形態別にみると、太陽光型では 2016 年以降が 27％、2012～2015 年が 25％であり、

約半数が 2012 年以降に栽培を開始している。また、人工光型では、2012～2015 年の栽培開

始が 24％、2016 年以降が 55％と、8 割弱が 2012 年以降の栽培開始となっている。なお、人

工光型では、2016 年以降計 55％のうち、22％が 2020 年以降に栽培を開始している。 

 

 

図表 16 栽培開始年 
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④ 雇用者数 

施設における平均雇用者数2をみると、通年（正規）の雇用者は、全体では 1～5 人未満と 5

～10 人未満がそれぞれ 34％と最も多い。栽培形態別にみると、人工光型、併用型、太陽光型

の順に正規雇用者が少ない傾向にあり、施設当たり正規雇用者数の平均はそれぞれ 8.0 人、

9.2 人、9.8 人であった。なお、人工光型については、昨年度の平均正規雇用者数 5.8 人から

8.0 人に増加している。 

 

 

図表 17 雇用者数（通年：正規） 

 

  

 
2 正規雇用の従業員は、「通年：正規」とし、非正規雇用のうち定常的に勤務している従業員は、「通年：非正

規・パート」とした。また、非正規雇用のうち収穫期間など、繁忙期に臨時で勤務する従業員は、「期間雇用」

と表記して、3 つに分類して調査・集計を行っている。 
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非正規・パートの通年雇用者は、全体では 20～50 人未満が 28％と最も多い。施設当たり

パート雇用者数の平均は、太陽光型で 44.0 人、併用型で 46.3 人、人工光型で 28.3 人である。

具体的には太陽光型では、20～50 人未満が 35％、50 人以上が 24％、併用型では 20～50 人

未満が 31％、50 人以上が 31％、そして人工光型では 20～50 人未満が 19％、50 人以上が

21％となっている。昨年度よりも施設当たりパート雇用者数の平均が太陽光型と併用型では

増えたのに対して、人工光型では昨年度の 38.4 人から今年度は 28.3 人まで減少している。 

 

 

図表 18  雇用者数（通年：非正規・パート） 
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一方、期間雇用者数をみると、雇っていないという事業者を除き、太陽光利用合計（太陽光

型・併用型）では 1～5 人未満が 26％で最も多かった。栽培形態別に施設当たり期間雇用者

数の平均をみると、太陽光型で 9.6 人、併用型で 16.4 人であった。 

 

 

図表 19 期間雇用者数 
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外国人実習生を受け入れていると回答した事業者は全体で 27％となっている。栽培形態別

にみると、太陽光型での比率が大きく、49％で外国人実習生を受け入れている。また、年度

別に比較したところ、太陽光型では 2020 年から 2022 年にかけては、受け入れの平均人数が

年々増加している。 

 

 

図表 20 外国人実習生数 
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障害者雇用促進法では、従業員が一定規模以上の事業者は、一定割合の障害者雇用が義務

付けられている3。障害者を雇用していると回答した事業者は全体で 44％となっている。栽

培形態別にみると、太陽光型および併用型で障害者を雇用する事業者の比率が増えている。

なお、太陽光型では、昨年度よりも比率は微増しているが施設当たりの平均人数は減少して

いる。障害者を雇用している事業者の組織形態は、全体で農地所有適格法人（43％）と株式

会社（53％）が大半を占める。 

 

 
図表 21 障害者雇用者数 

  

 
3 障害者雇用促進法では、2018 年 4 月に対象となる民間事業主の範囲が、従来の従業員 50 人以上から 45.5 人

以上、さらに 2021 年 3 月から従業員 43.5 人以上に拡大された。 
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⑤ 栽培用施設面積・栽培実面積 

まず、太陽光型および併用型の栽培用施設面積の比率をみると、太陽光型では 1～2 万 m2 

が 31％を占め最も多い4。また、栽培用施設面積の平均は、太陽光型が約 2.4 ha、併用型は約

2.1 ha であった。 

       

     太陽光型                    併用型 

     

 図表 22 栽培用施設面積（太陽光型・併用型） 

 

 

回答者の入れ替えがあるため、データの継続性はないものの、栽培用施設面積の平均値の

推移をみると、過去 2 年間縮小傾向にあった太陽光型は、2022 年に増加に転じた。 

 

 
図表 23 平均栽培用施設面積の推移（太陽光型・併用型） 

 
4 太陽光型は調査対象をおおむね 10,000 ㎡以上として調査しており、5,000 ㎡未満の施設は本調査・分析の対象

に含まれていない。 
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 一方、人工光型における生産のための衛生管理エリアの床面積については、1,000 m2 以上

を有する施設の比率が 47％を占める。そのうち、5,000～1 万㎡未満を有する施設の比率が

9％となっている。また、衛生管理エリアの床面積の全施設での平均は約 1,400 m2であった。

さらに、栽培トレイの総面積では、1,000～5,000 m2 未満を有する施設が 38％と最も多く、

5,000 m2以上を有する施設が 19％あった。また、栽培トレイ総面積の全施設での平均値は約

2,800 m2であった。 

 

衛生管理エリアの床面積             栽培トレイの総面積 

 

図表 24 衛生管理エリアの床面積および栽培トレイの総面積（人工光型） 

＊事業所全体ではなく、生産のための衛生管理エリアの床面積、栽培トレイの総面積 
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さらに、データの継続性はないものの、人工光型における衛生管理エリアの床面積の平均

値の推移をみると、2020 年まで拡大傾向にあったが 2021 年以降 2 年連続で微減している。

ただし、同数値は平均床面積のため、主に多段栽培を行う人工光型の栽培トレイの平均面積

が減少しているとは限らない。 

 

 

図表 25 衛生管理エリアの平均床面積の推移（人工光型） 

 

 

人工光型の各施設の建物延床面積に占める衛生管理エリア床面積の割合は、人工光型全体

の平均が 0.7、さらに衛生管理エリアの床面積の大きさ別に見てみると、500 m2未満（0.6）、

500～1,000 m2未満（0.7）、1,000～5,000 m2未満（0.8）と床面積が大きくなるほど増加し

ているが、5,000～1 万 m2未満の規模の施設の平均は 0.7 となっている。 

 

図表 26 建物延床面積に対する衛生管理エリアの床面積の割合（人工光型） 

 

衛生管理エリアの床面積 施設数 平均割合 

500 ㎡未満 8 0.6 

500~1 千㎡未満 5 0.7 

1~5 千㎡未満 11 0.8 

5 千~1 万㎡未満 2 0.7 

合計 26 0.7 
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さらに、人工光型では、多段の栽培棚を用いる場合があるが、衛生管理エリアの床面積に

対する栽培トレイ総面積の比率は、全施設での平均が 1.9、規模別では 1,000～5,000 m2未

満の規模の施設平均が最も大きく 2.5 であった。 

 

図表 27 衛生管理エリアの床面積に対する栽培トレイの総面積の割合（人工光型） 

 

衛生管理エリアの床面積 施設数 平均割合 

500 ㎡未満 10 1.7 

500~1 千㎡未満 6 1.4 

1~5 千㎡未満 11 2.5 

5 千~1 万㎡未満 3 1.6 

合計 30 1.9 
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事業者によっては、複数の品目を栽培しているが、そのうち最も栽培実面積（実際に栽培

している区画の合計面積）が大きい主要品目について、集計したものが下図である。なお、

栽培実面積はその作物を栽培する場所の合計面積で、人工光型の場合は主要品目における栽

培トレイ面積を意味する。 

栽培形態ごとの主要品目の栽培実面積の平均をとると、太陽光型が約 2 ha、人工光型は約

1,900 m2であった。 

なお、太陽光型の栽培実面積は施設全体の面積より小さくなるが、人工光型の場合は多段

式で栽培していることが多いため、栽培実面積（栽培トレイ面積）の平均は、衛生エリアの

床面積の平均より大きい。 

  

   太陽光型                  人工光型   

 

      図表 28 主要品目における栽培実面積 
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⑥ 栽培品目 

各事業者における主要栽培品目を集計すると、太陽光利用合計（太陽光型および併用型）

でトマト類が 61％であった。太陽光型については、トマト類の比率が 71％と最大で、次いで

イチゴ、イチゴ以外の果菜類がそれぞれ 8％、レタス以外の葉菜類が 6％であった。一方で、

併用型ではトマト類、レタス類がそれぞれ 27％、花きが 20％とトマト類以外の品目の比率も

大きい。 

人工光型については、年間を通して安定した需要があり、果菜類に比べて光の要求量が少

なく、比較的栽培のしやすいレタス類が 91％で最多となっている。 

 
 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

太陽光利用合計（太陽光型および併用型）            太陽光型   

 

 併用型 

 

  図表 29 主な栽培品目（太陽光型・併用型） 
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図表 30 主な栽培品目（人工光型） 
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さらに、単品目生産施設も含めた全ての施設について、総栽培実面積で栽培品目をみてみ

ると、太陽光型および併用型ではトマト類、そして人工光型はレタス類が最も多い。 

 

 

太陽光利用合計（太陽光型および併用型） 

 

 

 

太陽光型 
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併用型 

 

図表 31 総栽培実面積別栽培品目（太陽光型・併用型） 

 

 

人工光型 

 

図表 32 総栽培トレイ面積別栽培品目（人工光型） 
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※なお本調査における品目分類の内訳は以下の通りとしている。 

 

カテゴリ 品目 

トマト類 大玉トマト、中玉トマト、ミニトマト等 

レタス類 リーフレタス（フリルレタス、グリーンリーフ、サニーレタス、グ

リーンウェーブ、ロメインレタス、バタビアレタス）、サラダ菜、

サンチュ、ミックスリーフ、ベビーリーフ等。カットレタスを含む 

レタス以外の葉菜類 ホウレンソウ、ケール、アイスプラント、スイスチャード、水菜、

サラダ小松菜、ミツバ等 

イチゴ イチゴ 

イチゴ以外の果菜類 キュウリ、パプリカ、ピーマン、スナップエンドウ 

ハーブ ルッコラ、クレソン、バジル、ヨモギ 

スプラウト カイワレ大根、豆苗、ブロッコリーの新芽 

花き/エディブルフラ

ワー 

エディブルフラワー、バラ、トルコキキョウ、観葉植物、菊、カラ

ンコエ等 

苗 野菜苗（大葉苗、トマト苗、ナス苗等）、花苗 

その他 アスパラガス、ホワイトセロリ 

 

 

  




